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本論文は，安定成長期からバブル時代までの２０年間である１９７０・８０年代
の日本社会の変動を，当時の学歴社会論の展開過程を検討することを通して
描き出そうとする試みである。筆者はすでに別稿（陳，２０１４）において，
５０・６０年代の日本社会を学歴主義批判の時代として把握し，当時の学歴社
会論がジャーナリズムやアカデミズムで学歴主義批判として展開されていた
こと，さらに６０年代後半の大学紛争が学歴主義批判の運動としても生成さ
れていたことを明らかにすることができた。それに続く本論文では，７０・８０
年代における現代社会論としての学歴社会論の成立，学歴社会の再評価や学
歴社会論の成立根拠の見直し，学歴主義批判の動向についての研究成果を提
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示することにしたい。
前述の別稿で指摘したように，日本社会の特徴づけとしてしばしば使われ
る学歴社会という用語の歴史は意外に新しく，「学歴」は１９３０年代，「学歴
主義」は５０年代にすでに多くの用例をみることができるが，「学歴社会」が
ひろく使われるようになったのは７０年代以降のことなのである。「学歴社
会」という言葉自体はすでに１９６０年代に誕生していたが，１９６０年代には
「学歴主義」という言葉が多用され，学歴主義批判が活発に展開され，「学歴
社会」を題名にした書物は岡田真『学歴社会と教育』（岡田，１９６６）のみで
あり，しかもそれは学歴主義批判の書であるが，焦点は中学校教育の改革に
よる本当の学力養成の可能性の探究というところにあって，学歴社会の全体
的システムを究明しようというものではなかった。学歴社会という言葉は
１９６０年代後半に登場したが，１９７０年代に入ってからひろく一般に使われる
ことになったのである。
第１節では，言葉としても学歴社会が普及し，学歴社会論が成立し，学歴
社会の全体像をとらえようとする試みがジャーナリズムやアカデミズムに本
格的に登場してきたことを紹介し，それによって，７０年代の日本社会が戦
後の激動の２５年間を経て安定成長期，安定的秩序形成期に入ったことを示
したい。７０年代に成立した学歴社会論のコンパクトな書物として，ジャー
ナリストによる新書版として出されたものが，当時の学歴社会論の全体像を
よく示していると思われるので，まずその内容を紹介する。次いで，８０年
代には教育社会学会の学会誌『教育社会学研究』が学歴社会にかかわる戦後
の４０年近くの議論の展開を総括した特集号を刊行しているので，それもま
た学歴社会論の成立を告げるものとして位置づけ，その論点をまとめたい。
第２節では，学歴社会の批判ではなく肯定的な評価としての学歴効用論，
そして学歴社会というイメージと現実との乖離についてデータに基づいて指
摘した学歴社会虚像論を紹介する。それらは学歴社会が人々や社会全体にも
つ機能的な側面，すなわち効用を再評価し，あるいは学歴社会成立の現実的
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根拠を問い直す議論であり，そのような議論の登場は現実における学歴社会
の高度化，成熟化に対応していると思われる。こうして７０年代には学歴社
会とよばれる現代社会の仕組みを丁寧に分析する方向性が鮮明になってき
た。
第３節では，８０年代の日本社会においても，６０年代の学歴主義批判の流
れがアカデミズムないしジャーナリズムでも依然として見られることを示
し，さらには文部行政の大学設置抑制策の実施や専門学校設置促進策の実施
などの背景に学歴主義批判の強い社会意識が作用していたことを明らかにし
よう。そしてそれと同時に，８０年代の日本では学歴社会自体が揺らぎ始め
たことを指摘しておきたい。それは大学進学率の停滞，小中学生の登校拒否
増加，教育の場におけるいじめ問題の多発，高校進学率の飽和化と高校中退
率の増加，バブル時代におけるフリーターの登場や学歴・職業・収入の非一
貫性，さらには新興宗教団体における非学歴主義と学歴主義の奇妙な混在な
どの諸問題として現れたのであった。
第１節 学歴社会論の成立
陳（２０１４）で示したように，６０年代には学歴主義という言葉が普及し学
歴主義批判の流れが強かったが，学歴社会という言葉はあまり見られず，学
歴社会論は学歴主義批判としてのみ成立していた。１９７０年代後半になって
学歴社会という言葉が普及し定着した。それは高学歴化が進み学歴の影響力
が強まったことを意味していた。こうして学歴社会を全体的に把握しようと
いう学歴社会論が成立するに至った。それをよく示しているのが，SSM調
査（陳（２０１４）の第１節で１９５５年版および６５年版を紹介した）の７５年版
の成果報告書であり，また７８年に出されたジャーナリスト矢倉久泰の『学
歴社会』（矢倉，１９７８）である。
SSM調査報告書として出されたのが富永健一編『日本の階層構造』（富永
編，１９７９）であり，その第８章「学歴社会仮説の検討」に次のような記述を
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見ることができる。日本社会は学歴社会であるという議論が近年盛んであ
る。もちろんこのような指摘ないし認識はつい最近に始まったものではな
い。たとえば，内容的に異なる面があるとはいえ学閥という言葉は古くから
一般化していたし，また教育社会学の分野では学歴主義や学歴意識をテーマ
とする研究が行われてきた。たとえば新堀編（１９６６）などである。だが，ま
すます苛烈化する受験競争や進学塾・入試制度改革などの問題を中心に，初
等・中等・高等教育の各段階の教育の現状が抱えている諸問題が全体として
一つの大きな教育問題を構成するものとして論じられるようになったのは比
較的最近のことである。このような社会問題としての教育問題の登場を背景
として，「学歴社会」について言及がなされる頻度も増大してきた。過去数
年間，入試シーズンになると，有力新聞のいくつかが過熱した受験競争の実
態についての報告とともに，そのような現象をもたらした最大の原因が学歴
社会のしくみにあるとする告発的な調子の特集記事を組んできたことは周知
のとおりである。おそらくこのような最近の世論の動向の引き金となるきっか
けを提供したのは，昭和４５年に来日したOECD教育調査団の１９７１年に出さ
れた報告書であったと思われる１）。そこでは，日本の社会では１８歳のある一
日によって残りの人生が決まってしまい，帰属主義は存在しないにしても，
それに代わる一種の身分制度が生まれたと指摘され，これにdegreeocracyと
いう名称が付与されたのであった。
以上のようにアカデミズムの世界では，明確に学歴社会論の成立が認識さ
れていたようであるが，ジャーナリスト矢倉の『学歴社会』は小著ながら，
アカデミズムの学歴社会論の成果を参照しつつ学歴社会にかかわるデータや
論点を網羅した著作であり，１９７０年代後半には学歴社会という名称が社会
１）OECD経済協力開発機構は，１９４８年にヨーロッパ経済の活性化のためにヨー
ロッパ諸国が参加して設立した欧州経済協力機構（OEEC）が母体となり，１９６１
年に欧州と北米（アメリカとカナダ）が自由主義経済や貿易で対等な関係として
発展・協力を行う目的で経済協力開発機構（OECD）に改組され，１９６４年以降
にはアジア，東欧にも加盟国を拡大し日本は同年加盟した。
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に一般化していたことを，そしてアカデミズムにおいても学歴社会の研究が
一層進展したことを示している。実際に矢倉が挙げる参考文献には，陳
（２０１４）で参照した盛田（１９６６）や新堀編（１９６６）など６０年代のものももち
ろんあるが，第２節及び第３節で紹介する麻生誠，尾形憲，潮木守一の著作
などが含まれているのであった。それでは矢倉の著作の要点を紹介すること
にしよう。
まず序論にあたるところで，矢倉は学歴社会の概要を次のようにまとめて
いる。学歴とは言うまでもなく，その人がどのような学校を卒業したかとい
う経歴である。中学校卒業，高校卒業，高等専門学校卒業，短期大学卒業，
大学卒業，大学院卒業……と，その人の最終卒業の学校段階を一般に学歴と
呼んでいる。そして，その学歴によって，その人の人生が決まるのが学歴社
会ということになる。戦前は大学のほかに，高等専門学校，師範学校，それ
に陸士，海兵と言われる軍隊の幹部養成学校など，多様なコースが用意され
ていた。それぞれの学校が社会的に評価され，大学にいかなくても，別の学
校を出て「人生のパスポート」をつかむことができた。戦前はある意味で安
定した学歴社会だったといえよう。ところが，戦後の昭和三十年代に高度経
済成長時代になって大学が急増すると，学歴が必ずしも実力にはならなくな
り，学歴社会は変質しはじめる。それとともに，学歴主義そのものが，社会
問題として再検討を迫られることになった。進学率の異常な高まりによる，
学歴の価値低下，そして受験戦争の過熱化が問題にされるに至った。今日の
教育の荒廃の元凶は，学歴偏重社会にあるというわけだ。一流大学に入るた
めには，ペーパーテストに強いことが絶対条件であり，受験技術にすぐれた
人間が「価値ある人間」とする学歴社会への疑問が，大卒者の質の低下状況
の中で，湧き起こってきたのである。しかし，大卒者を多数かかえるように
なった企業では，徐々に「出身校」より入社後の実力で人間を評価し始めて
いる。「学歴社会は崩れ，実力社会に移行しつつある」とする見方が強まっ
ている。
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矢倉は以上のように学歴社会を概観し，次に第１章において学歴主義の諸
問題についてまとめている。まず国民の学歴意識の問題がある。学歴社会を
強く意識し，優越感や劣等感をもつことは広く見られるようになった。１９７３
年の石油ショック以後，低成長時代に入り，しかも不況感が強まっていた
１９７７年後半の国民の意識は，再び学歴にこだわり始めていることを示して
いる。各種の世論調査を見るかぎり，日本人はまだまだ学歴社会が続くと見
ており，子供を大学へやりたい親が相当いることを示している。それではな
ぜ学歴主義が問題なのか。低成長下に企業の側からの指定校制が実施される
というのでは，希望通りに就職できる学生は少なくなった。指定校制は，学
歴問題の新たな側面を提起した。それまでは「タテの学歴」差別だったが，
大学間格差から派生した「ヨコの学歴」差別，言い換えれば学校歴ないし出
身校歴の存在を明らかにした。この学校歴の存在が，実は受験戦争を過熱さ
せた原因であるだけでなく，格差の再生産の原因にもなっている。すなわち
経済的，文化的水準の高い家庭の子供ほど一流大学に入る率が高くなってし
まったのである。
それでは，以上のような問題点をはらむ学歴社会は歴史的にどのように形
成されたのであろうか。矢倉は学歴社会の形成について以下のように答えて
いる。明治維新以来の近代化の中で，そこに内包される諸変動と相互に関連
しつつ学歴社会の形成が進み，こうして戦前の学歴社会が成立するに至っ
た。そして第２次世界大戦の後，教育改革が推進され従来の複線型に替わっ
て単線型が登場し，さらに新制大学が発足し，大学の急成長，高学歴化が急
テンポで進んだ。その理由として当時の文部省は２），単線型の新学制で大学
進学が容易になったこと，明治以来の学歴尊重の風潮が続いていること，国
２）現在の文部科学省。２００１年１月中央省庁再編に伴い，学術・教育・学校等に関
する行政機関だった文部省と科学技術行政を総合的に推進する行政機関で旧総理
府の外局だった科学技術庁が統合されて誕生した。教育，科学技術，学術，文
化，および健常者スポーツ（ちなみに，障害者スポーツは厚生労働省管轄）の振
興を所管する。
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民生活が向上し父兄の学費負担能力が高まったこと，科学技術の振興と理工
系を中心とする科学技術者養成の社会的要請が高まったこと，私大が規模拡
大で大学の威信を高め経営基盤の安定を図ろうとする傾向が進学希望者の増
加を呼んだこと，そしてその私大の設置や学生増募が用意になったことなど
を挙げている。
しかし，同時に学歴社会の基盤が掘り崩されていくかのような流れも無視
できない。大卒者の大量進出で，国民の学歴構成は大きく変わり，大卒のメ
リットは希薄化し，高卒との賃金の差が小さくなった。戦前のように大卒な
らすべて管理職候補ということにはならなくなりつつあり，人物のタイプに
よって，管理部門，専門職部門，その他の部門へと振り分け，能力に応じて
有効に使っていこうと企業はもくろんでいる。高卒と大卒の間でせばまる生
涯賃金，年功給から職能給への転換，学歴抜き昇進などが語られるように
なったのである。
矢倉は学歴社会の将来を次のように予測する。学歴主義は破産し，労働観
は変わらざるをえないだろう。学歴という，ますます空疎化するレッテルで
人を評価するより，人の中味で評価しようというのである。それは人々が自
ら学びたい内容をライフステージに拘束されることなくいつでも学習できる
学習社会でもあろう。さらに矢倉は，大学改革案も提示している。すなわ
ち，大学の多様化に向けた政策である。大学を専門家を養成する大学と，一
般教養を中心とした大学に分けるというのがその骨子である。まず高等教育
機関を，若者だけでなく，あらゆる世代，あらゆる階層に開かれたものと
し，研究者，専門職を養成するいわば学問的教育と，それ以外の非学問的，
準学問的教育の二本立てとする。前者は，従来の建前通りの大学だが，後者
は①特殊な職業技術訓練②職業に関係ない余暇活動としての技術・知識の訓
練③感情表現の訓練④奉仕・旅行その他の非学問的な作業などに単位を与え
る大学を目指している。学びたいときに，いつでも学べる大学，真に目的意
識を持って学ぶ人だけが集まる大学への転換であり，社会が「誰のために何
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ができるか」で，その人を評価するようになれば学歴社会は過去のものにな
るだろう。
ここまで紹介してきた１９７０年代の後半に出された矢倉のコンパクトな書
物『学歴社会』は，当時のアカデミズムに蓄積されていた学歴社会について
の知見をすぐれたジャーナリストが集約的に示したものと評価できよう。前
述の大学改革案などは現時点のものに比べても遜色ない。それではアカデミ
ズムの学歴社会論はどうだったのか。教育社会学の世界で学歴社会論の発展
をよく示す成果が１９８０年代前半に出された。それが教育社会学会の機関誌
『教育社会学研究』第３８集の学歴問題特集号「学歴の社会学」（日本教育社
会学会編集委員会編，１９８３）である。そこには潮木守一「学歴の社会学―そ
の理論的検討」，新堀通也「学歴研究の今後の課題」，天野郁夫「教育の地位
表示機能について」，藤田英典「学歴の経済的社会的効用の国際比較」など
の論考と並んで，戦後日本の学歴社会論の歴史的展開のその時点での総括
が，山崎博敏らによって「学歴研究の動向」としてまとめられていた３）。そ
れは学歴社会論，学歴と社会階層，学歴と職歴の３つのテーマを設定し研究
史的展開を整理している。ここでは１９７０年代および８０年代の総括の部分を
紹介しよう。
１９７０年代以降，社会学の側での階層・移動研究はパス解析などの新しい
分析方法の導入により，さらに発展したが，教育社会学でもこれに対応して
研究はさらに進展した。潮木守一と藤田英典はその代表的研究者である。彼
らによって導入されたこれらの研究方法は学歴社会の研究を通して日本の教
育社会学に導入されたものであり，学歴社会の研究を通して日本の教育社会
学は発展したとも言える。さらに，高等教育進学率の急激な上昇に伴う高学
歴化の進行は，職業構造や雇用構造にも影響を与えているが，このようなマ
クロ的な問題に対しては潮木が早くから注目し，国際比較の観点から実証的
３）日本教育社会学会編集委員会編（１９８３），９４-１０４頁。
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な研究を行ってきた４）。
潮木の注目した経済と教育の関連では，（教育）経済学者から影響をうけ
新しい視界が開けつつあり，その典型が小池和男と渡辺行郎の『学歴虚像
論』（小池・渡辺編，１９７９）である。両氏は，各種統計データを分析した結
果，従来の学歴偏重論，学歴主義批判論は「思い込み」にしかすぎないと主
張したのであり，その論旨の明快さもあってそれは様々な反響を呼んだよう
だ。また，労働経済学の内部労働市場論やスクリーニング論は指定校制度な
ど学校卒業者の選抜の問題を理論的に説明できるものとして注目されたし，
高等教育卒業者の雇用構造に関する研究はさらに経済学の立場から理論的に
も実証的にも発展させられている。
また，愛知県教育委員会から委嘱を受け，高学歴化が教育に及ぼす影響に
ついて意識を中心とした研究をしていた橋爪は５），８０年代に入って橋爪
（１９８３）をまとめた。橋爪は学歴エフェクトを分析する際，ハヴィガースト
の「象徴的価値・実質的価値」６），新堀の「形式的・実質的」の区分（新堀，
１９６６）を参考にしながら「世俗的エフェクト・本来的エフェクト」の区分で
議論を進め，学歴主義を主として労務管理面で学校歴ないし学校成績歴を重
視する社会的慣行を意味すると定義した。なお，６０年代の歴史研究を継承
する業績を上げたのが竹内洋であり，立身出世主義の類型化を試みたり社会
意識の特性を解明しつつ研究を進めていた（竹内，１９８１）。
そして学歴問題に対する新しい動向の一つとして，国際比較研究が現れ
た。ロナルド・ドーアの『学歴社会』（ドーア，１９７６）は日本だけが学歴社
会ではないことを指摘するにとどまらず，学歴社会の諸問題を「文明病」と
４）潮木守一「高等教育の国際比較―高等教育卒業者の就業構造の比較研究」『教育
社会学研究』第２６集，１９７１年。
５）愛知教育社会学研究会『学歴評価に関する調査研究』１９７５年。橋爪貞雄編『学
歴偏重とその功罪』第一法規，１９７６年。
６）R．J．ハヴィガースト「四ヵ国における教育と社会移動」（A．H．ハルゼー他編，
清水義弘監訳『経済発展と教育：現代教育改革の方向』東京大学出版会，１９６３
年）。
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してとらえる新しい見方を示した。これは伝統的な教育社会学の外からの，
学歴社会見直しの有力な著作である。
なお，１９８１年の岩田龍子『学歴主義の発展構造』は７），学歴社会論を学歴
が人生のすべてを決定するという議論の意味で使うか，学歴が社会の多方面
に影響力を発揮しているという影響論の意味で使うかで，日本社会が学歴社
会であるという認識にずれが生じることを指摘している。学歴社会が実像か
虚像かに関する論議が，各アプローチによって様々な展開をみせているので
ある。
以上のように教育社会学会の機関誌『教育社会学研究』第３８集の学歴社
会特集号の「学歴研究の動向」は１９８０年代初めまでの戦後日本社会の学歴
社会論の展開の総括を行っていた。ここで紹介された業績のうち，学歴効用
論と学歴社会虚像論については，学歴社会批判とは異なる視点からの議論と
して，また学歴社会論の前提である学歴社会の成立自体を問い直す議論とし
て，１９７０年代に学歴社会論が発展し成立したことをよく示しているので，
次節であらためて紹介することにしよう。それらは，学歴社会論が成熟する
に至ったがゆえに出現した，主流の学説への異議申し立てとしての研究，学
歴社会論それ自体の成立根拠を問い直す研究，そして学歴社会の実像への探
究を深める研究なのであった。
第２節 学歴効用論と学歴社会虚像論
まず学歴効用論から始めよう。それは教育社会学者麻生誠によって提唱さ
れた。学歴の効用という視点は，１９６０年代の学歴主義批判を基調とした新
堀編（１９６６）においてもすでに登場していたが，麻生誠はそれを本格的に展
開したのである。まず副田ほか（１９７５）に収録された麻生の「日本の学歴社
会」（麻生，１９７５）に端的に示されている学歴効用論の骨子を見ることにし
よう。
７）岩田龍子『学歴主義の発展構造』日本評論社，１９８１年。
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麻生は，学歴社会を社会成員の社会的地位を決定する学歴の力が相対的に
大きい社会ととらえる。社会的地位は，その地位を占める人びとのもつ諸属
性，たとえば職業や収入や財産や学歴など複数の要因によって決められ，こ
れらの要因が，それぞれに異なった重みをもって社会的地位を決定してい
る。そのなかで，学歴の占める比重が支配的な場合，これを学歴社会と名づ
けるというのである。こうして麻生は以下のように論じている。
学歴社会を表す指標は，たとえば，日本のエリートの学歴を調べてみると，
高等教育学歴者の占める比重は，１９１１年の２４．５％から１９２８年の３９．０％，
１９４１年の５０．３％，１９５３年の７４．０％，１９６４年の８３．０％と，一貫して上昇を
続けてきたことがわかる。高等教育学歴は，エリートの必要条件となってき
たのである。
また，氏原正治郎らの研究によると８），日本で学歴社会は第一次大戦後，
大企業を基盤に日本固有な経営身分秩序が確立されたことを契機として成立
したとされている。社員―準社員―工員―組夫という経営身分秩序が学歴を
基準として形成され，社員＝大学・「高専」卒，準社員＝中学（および実業
学校）卒，工員＝高等小学校卒，組夫＝尋常小学校卒，という対応関係が作
られたのである。かくして，日本の労働市場は，従業員グループ＝学歴別労
働市場として編成された。
そのような学歴社会のメリットは次のようにまとめられる。第１に学校制
度を用いてエリートを選抜育成する方式によって，エリート集団を能力主義
化したことがあげらる。第２に「立身出世機会の教育による均等化」という
夢と現実を与えたことである。第３に学歴と年功による昇進慣行によって秩
序づけられていた日本の企業組織が技術革新の導入にきわめて積極的であっ
たことである。そして第４に学歴別経営身分秩序を前提とした上向的職業選
択に結びついた学歴志向が，上級学校進学率のいちじるしい拡大をもたらし
８）麻生（１９７５）では氏原正治郎『日本の労使関係』東大出版会，１９６８年が参照さ
れている。
１９７０・８０年代日本の社会変動 １２５
たことである。
以上の論点を，麻生は潮木守一との共著『学歴効用論』（麻生・潮木編，
１９７７）において，次のように根拠づけている。第１に学校にかわる制度の不
在である。学歴が家庭の経済的状況や文化的環境によって左右されること
は，残念ながら事実である。しかし同時に，学歴によって家庭の束縛から解
放されて，希望する分野に進出することのできた人も，決して少なくない。
学校は社会のなかに存在し，社会によって諸々の影響を受ける。学校が真空
状態に存在しえない以上，それはほとんど避けがたいことであろう。学校
は，社会のなかに存在することによって，それをとりまく地域社会や家族に
よって多様な影響を受けている。しかし今日の不平等な社会のなかにあっ
て，学校ほど均質で平等な社会も他に見出しがたいであろう。学校は，社会
から多様な影響を受けながらも，比較的その独立を維持することに成功した
集団であり，このような学校での教育とその判定には，それなりの妥当性が
あるのではないか。学校教育に今後改善されるべき格差が存在することは事
実であるとしても，学校以外に平等で信頼できる機関が存在しない以上，学
校の教育とその判定に依存する以外に，方法がないというべきかもしれな
い。
第２に一貫教育の必要性である。生涯教育の必要性が叫ばれている今日の
社会で，わずかばかりの学校教育の差を誇張し続けることは，たしかに問題
がある。しかしこの点については，つぎの点に注意する必要がある。その一
つは，人材登用における一貫教育の立場であり，この立場に立てば，人材を
早期に選択して指導者としての責任感と能力を一貫して教育することこそ，
望ましい方法だと考えられる。周知のように戦後の日本の学校制度は単線型
の制度に改革され，学校制度の中でのエリート教育は廃止された。しかし卒
業生を受け入れる企業のなかには，戦前の学歴別職制を踏襲し，あるいは入
学試験による選抜の結果を信頼して，学歴いかんによって採用や採用後の昇
進ルートを決定し，一貫した指導者養成をはかる企業が存在する。
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第３にスクーリングの必要性である。今日のような情報化社会において
は，必要な知識・技術は印刷物や放送を通じてあらゆる人びとの手もとに届
けられている。したがって教育条件が悪化しつつある学校に行かなくても，
必要な知識・技術を身につけることが，かつて以上に容易になったことは事
実であろう。しかし学校教育には，一定期間学生と教師とが相互に接触しえ
るという利点がある。知識・技術のなかには，教師と学生とが接触すること
なしには修得しがたいものもある。教師と学生あるいは学生相互の接触に
よって，正規のカリキュラムに組み込まれていない教育が，偶然生ずること
も少なくない。このような学生相互あるいは学生と教師との接触こそ，学校
教育の利点であって，他の教育が容易にまねることのできない側面である。
第４に学歴の機能の多様性である。学歴があたかもすべてを決定する万能
の肩書きであるかのような錯覚が広くいきわたっているように思える。しか
し学歴がいかなる機能を果たしているかは，職場によってじつに多様であっ
て，けっして一律に論じることはできない。また歴史的にみても，わずかひ
とにぎりの大学が市場を支配しえた時代と，今日のようにおびただしい数の
大学が存在し，おびただしい数の卒業生が市場で競争を展開している時代と
では，同じく大学卒の学歴といえども，同一の機能を演じているとは言いが
たい。一般の大衆の目につきやすいのは，多くの場合，現実には一世代前の
学歴の機能であるにすぎない。
学歴いかんによって収入，地位，権力などが自動的に保障されるような時
代は，次第に過去のものとなりつつあるのではないか。学歴が収入や地位や
権力を保障するとすれば，それは学歴が実力と相関しているからにすぎな
い。したがって学校教育による教育効果が低下し，さらに学校による選抜の
機能が低下すれば，社会の学歴にたいする信用は，必然的に低下してくるで
あろう。
麻生は以上のように学歴社会の効用を論じてはいるが，学歴社会から学力
社会への道をも展望している。学歴社会告発の声は大きいとはいえ，名目的
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学歴でさえ，とくに心理的な役割をもちつづけている。いわんや実質（学
力）と一致した学歴なら，今後もまさに「鬼に金棒」と見なされつづけるに
ちがいない。しかし学歴を重んじる社会はすでに学力社会に移行，変貌しつ
つあるといってよい。実際，大学卒，いや一流大卒すらその数が多くなるの
で，彼らすべてに従来どおりの地位を約束しつづけることはできない。レッ
テルとしての名目的学歴だけに頼ることはできないから，当然，実力（学
力）を改めて判定しなくてはならない。とくに今日の社会は知識産業社会，
情報化社会とも称されるとおり，また現代は科学技術の時代ともいわれると
おり，知識，情報，科学，技術の役割は決定的に増大する。しかもそれらは
発達の速度と陳腐化の速度が早いので，それらを消化し生産に応用するため
の学力はますます重要となる。名目的学歴の不利な者の間から，学力ある者
を発掘し重用することは組織にも個人にも活気を与える。こうして高学歴社
会，情報化社会は必然的に実力主義社会，学力社会への要求をもたらす。そ
してこの要求に対して取られている方策，行われている提案としてはつぎの
ようなものがある。
第１に国家試験や資格認定制度がある。高校卒でなくても国の行う大検
（大学入学資格検定試験）に合格すれば，大学入学の資格が得られるのもそ
の一種である。名目的学歴よりも各種の資格のもつ役割は今後大きくなろ
う。各種学校，専修学校など，専門的な学力や技術を養い，資格取得に直結
する教育機関が増加している事実はこの傾向の表れであろう。
第２に学校は学歴と学力とが一致するよう改革されねばならない。この目
的のために提案される改革案としては学校の質的充実，厳格な単位取得や卒
業資格認定，学校の多様化と多層化，学校の拡張の制限，再入学制度など，
相互に対立するものも含め多数ある。
第３に社会教育の充実である。学校以外に学力を賦与し鍛える教育，学校
では与えない学力を与える教育，学生だけでなくあらゆる人の学力を高める
教育が，組織的に拡充強化されねばならない。
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こうしてより多くの人がより高い学力をたえず習得しつづけ，また名目的学
歴ではなく実質的学力が評価基準となるのがここでいう学力社会だとすれば，
生涯教育の理念の確立こそがその基本的成立条件である。それが確立するな
ら学校も単に学歴を与える場ではなく，生涯教育の基礎となる自己学習のた
めの意志や学力を授ける場となり，リカレント教育を引き受ける場となるで
あろう。生涯教育の理念と体制が実現している社会は，学習社会（learning
society）とよばれるから，ここでいう学力社会の本質的な姿は学習社会で
あると言いかえてもよい。
以上が学歴社会から学力社会への転換を展望する麻生の学歴効用論の要点
である。それでは次に学歴社会の成立それ自体を根底的に問い直す議論とし
て小池・渡辺編『学歴社会の虚像』（小池・渡辺編，１９７９）の内容を紹介す
ることにしよう。議論は次のように進められる。
学歴がどれほど昇進をきめる要因として強力なのか。学歴がひとつの要因
として，昇進や就職に影響する可能性は十分ありうる。しかし，学歴が決定
的に影響するかどうかは定かではない。問題は，学歴が昇進に影響するかど
うかではなく，それが決定的かどうかをさぐることになる。
ここでは，①昇進にどれほど学歴が影響しているか，②就職にどれほど学
歴が影響しているか，③学歴別賃金格差の大きさ，④経済的に恵まれた層が
大学に入学しているか，以上四点を調べたい。とりわけその力点は①の昇進
にある。そしてその結果は，いずれの面からみても，学歴による差はあるけ
れども，学歴はあくまでひとつの要素にすぎず，大卒が比較的有利というに
すぎないということであった。
だが，この結論には二つの限定がついている。第１に，同じ役職でも本社
支社の別がある。第２に，学校のいわば銘柄の別である。第１の点をさぐる
統計的資料は存在しないため，重点を第２の限定，すなわち学校の銘柄に置
く。同じ修学年数でも，世間のいう「学歴」には，どの大学を出たかという
基準がある。同じ国立内でも銘柄の差はあるし，まして私立間ではその差は
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大きい。国立や，とりわけ私立でもとくによい銘柄の大学の出身者がきわめ
て有利なのではないかと推測される。それには個々の大学別に観察するほか
ないのでそれを試みると，その結果は常識に反するもので，いったん大企業
に入ったもののなかでは，大学の銘柄はあまりものをいわず，修学年限の差
もかならずしも決定的ではないということであった。
世上声高く主張する向きは，学歴が決定的だと考えているのに対して，筆
者たちの発見は，大学卒の方が比較的有利というにすぎなかった。学歴は昇
進に影響するひとつの要素にすぎない。それは企業内にかなりの競争が存在
することを意味する。つまり，昇進の決定要因に学歴による差はあるけれど
も，それはあくまでひとつの要素にすぎず，大卒が比較的有利ということに
すぎなかった。また，企業に入ってからは，大学の銘柄はあまりものをいわ
ず，修学年限の差もかならずしも決定的ではないということである。
それでは，学校の銘柄と就職の関連についてはどうだろうか。私大がおし
なべてやや不利であることの説明も，不可能ではない。周知のように，私大
は入試科目数が，国・公立に比して少ないところが多い。その上に，少数の
学生に恵まれた勉学条件を与えることができる税金大学である国公立が，こ
とに技術系で学生に学力をつける点では有利である。そして企業が，採用に
あたって，学力をすくなくともひとつの重要な条件と考えるのであれば，多
少の差がでてくるのは当然である。ただ，そのように実力に応じて採用する
のは，文字通り実力主義なのである。
以上で紹介したように，小池・渡辺によれば学歴は多少有利であるが，
人々が思うほど効いていないのであって，学歴社会という現代社会のイメー
ジは虚像であると結論づけたのであった。なお，同じ頃，総理府青少年対策
本部の官僚であった千石保は退職して財団法人日本青少年研究所を設立し９），
９）少年の意識や行動についての調査研究を行うとともに，青少年及び青少年育成指
導者に対する教育活動の実施，青少年の国際交流，青少年に対する健全な労働観
及び職業観の育成，青少年に対するボランティア活動及び特技開発への奨励など
を行うことを目的とする，１９７６年設立の財団法人。
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研究所の最初の調査として１９７７年に「学歴社会調査」を実施し報告書にま
とめていた（日本青少年研究所，１９７７）。その結論はやはり学歴社会虚像論
であり，学歴社会がかなり崩れつつあるという事実を明らかにし，年功序列
的昇進の存続に疑問を投げかけたのであった。
本節では，学歴効用論と学歴社会虚像論の要点をそれぞれ紹介したのであ
るが，それらのように学歴社会の問題点を強調するだけではなく機能的側面
をも明示する議論や，学歴主義的な意味での学歴社会が本当に成立している
のかどうかを批判的に検討する議論が成立したことは，学歴社会論が成熟し
高度化し立体的で複合的な議論になったことを示していると思われる。そし
て，それらの多様な議論の展開の中には，６０年代から続く強い学歴主義批
判の流れも見られたのである。
第３節 学歴主義批判の動向と学歴社会のゆらぎ
１９７０年代後半に成立した学歴社会論は，前節で紹介した学歴効用論や学
歴社会虚像論といった流れを含みつつも，その基調はやはり，学歴社会の成
立を前提にした学歴社会批判であった。第１節で言及したイギリスの社会学
者ドーアは学歴社会批判論を刊行したが（ドーア，１９７６），それではドーア
はどのような解決の方向性を打ち出しているのであろうか。
現代社会では，学校が人材選別の機関となってしまったとドーアは断じ
る。その結果，良いコースに乗ろうとして，高学歴を求める人々が急増する
が，高学歴者にふさわしい仕事には限りがあり，学歴を得ただけの不満の高
い人々を生み出す。また，さらに重大な問題は，教育の内容が仕事からかけ
離れ，受験のためのものとなり，本当の教育が死滅しつつある。よい職を求
めるには高い学歴が必要となり，そのために受験勉強に身をすりへらし，
「単なる学歴かせぎ以外のなにものでもなく」「学生の探求心や想像力を最後
の一滴まで涸らせるような」仕組みができ上がった。仕事に本当に必要なこ
とを学び，あるいは未知の探求に心をおどらせる教育が絶えつつある，とい
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うのである。この点は，日本特有なものとしてではなく，現代社会に共通の
傾向であるとドーアは指摘する。
ドーアは社会効率と公平を社会の二つの大原則として挙げる。第１に，
人々のくらしが社会の効率にかかっている以上，有能な人を，社会のなかで
高い能力を必要とする役割につけなければならない。それには，その人々を
いかに識別し，かつ訓練するかが，きわめて重要である。第２に，現代社会
では，平等化の傾向が広がりつつあり，かつますます強くなり，多くの教育
論議は「公平」の原則を強調するが，しばしばそれのみで「効率」を無視す
る。一国の生活ないし経済は世界市場での激しい競争に生き抜くことにかか
るのだから，効率を無視するとは，極論すれば，失業が多くなっても「公
平」を徹底せよ，ということになる。しかし，「人間の才能にはさけられな
い個人差があり，こういう個人差をはっきり認めたうえで社会制度を考えな
ければならない」。以上の二つの大原則を踏まえたドーアの提案は第１に，
仕事にもとづく訓練を重視すること，第２に仕事の実績にもとづく選抜を重
視すること，第３に，その場合でも，最初の就職分野へのふりわけのとき，
なんらかの選考が必要となるが，その選考には学力テストをできるだけ避
け，適性検査を活用すること，そして第４に，職業分野による所得差をでき
る限り縮小し，場合によっては逆格差をつけることであった。
ドーアのほかにも日本の学者たちも激しい学歴社会批判を繰り広げた。こ
こでは尾形憲，潮木守一，橋爪貞雄の著作を取り上げることにしよう。
まず教育経済論の尾形憲の『学歴信仰社会』（尾形，１９７６）は，公教育を
問い直すとして諸問題を指摘し，教育の高度成長に伴う「校害」として進学
競争の過熱化と学歴主義の蔓延を批判する。そして，受験競争の過熱化の弊
害，進学戦争の犠牲者たちとして自殺者や犯罪者の発生を指摘し，さらに大
学生について，大学という名の虚構の世界に生きる，何のため学ぶのかをも
見失った若者たちとして描き出し大学教育の形骸化，大学生の学力低下など
を批判的に論じ，大卒後の学歴依存的人生を悲観的に展望する。
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そして，そのような学歴社会の根底にあるものを日本経済と教育の関連か
ら検討し，海外から見られた日本の教育のありかたについて批判点を紹介す
ることによって，大学はどうなっていくのか，どのようになっていくべきか
を考察した。大学のゆくえについては，文部省の中教審答申や自民党の大学
改革案やそれらに対抗する日教組の教育改革案を批判的に検討し，世界的動
向としての生涯教育のありかたを指摘し，そのようなトレンドの中での諸外
国の大学の変貌と，生涯教育を基軸にした学習社会への展望が描かれてい
る。また，日本の学歴社会の将来予測として，７０年代の安定した低成長の
日本経済を前提に，企業の学歴観の変化，国民の意識の変化を予測し，文部
省の政策による大学収容力の抑制による大学進学率および大学生数の抑制を
前提に，将来の教育政策のありかた，日本型学歴社会の変貌というように議
論を展開している。
尾形の著作全体に一貫している視点は，経済を基礎にして教育を考えてみ
ようということである。経済だけが教育を一方的に左右する要因というので
はないが，ただ一つはっきりしていることは，人はパンだけで生きるもので
はなくとも，パンがなければ生きられない，という事実であると尾形は述
べ，そのような経済というものと関連させながら教育を批判的に検討したの
である。
また『学歴効用論』（麻生・潮木編，１９７７）を麻生と共に著した潮木守一
は『学歴社会の転換』（潮木，１９７８）を刊行した。まず過密社会のなかの高
校教育について，高校増設問題を取り上げ，高校に近づく人口の大波すなわ
ち高校進学率の急上昇，それでも生じる高校人口の地域格差，高校進学率急
上昇による高校大幅増設の必要性，増設の必要性と地方財政との関連などに
ついて議論を展開する。そして教育費格差と教育機会との関連という学歴社
会の不平等問題について検討し，進学率急上昇に対応した高校拡張における
私学の役割の増大，その役割増大にもかかわらず，あるいはそれがゆえに拡
大する公私の授業料格差，教育機会における階層差を指摘する。問題解決の
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方向性としては，高校の義務教育化は可能かと問題を提起し，さらに大学問
題についても，大学拡張の曲り角を指摘し，大学拡張のもたらしたものを，
大学入学者の所得階層的偏り，教育費負担の重さ，産業社会の変貌と大卒者
の職業構造の変化，学歴の経済的効用として総括し，学歴社会の転換のため
に大卒過剰時代の大学政策を提言する。
また，橋爪貞雄『学歴主義からの脱却』（橋爪，１９８３）は，学校の社会的
任務は社会化つまり教育にあり，選別や配分のための養成，つまり学校を出
てからの職業生活に対する過剰な顧慮のため，この本来の任務がゆがめられ
てはならないということを基本的立場とした上で，学歴主義ないし学歴社会
の仕組みを探究し，問題の解決に向けて提言することを目指している。
まず序章で，進学理由に学歴社会への信仰が潜んでいることを指摘し，次
に第１章で学歴が就職に有利かどうかを問い，学歴が持つ第一次選別への影
響は相変わらず強く，学歴主義は衰退していないこと，職業生活ないし企業
生活において知識・技術は役に立つべきであるとはいえ，実際には知識・技
術の有用性は疑問であり，職種と学歴との対応が困難であること，現実には
就職は出身学部に対応していないことなどを明らかにする。そして，企業に
とって「望ましい」態度が，専門の知識・技術とは関係なしに判定できるこ
と，あるいは判定できると信じられていることを指摘し，「望ましい」態度
についても，「望ましい」態度の測定についても疑問を表明する。すなわち，
企業は学生を専門知識や技術で採用しているというよりは，学歴が企業に
とって好都合なパーソナリティを持つ人間であることを示す一つの目安とし
ているようだが，本当にそのような目安になりうるものか疑問であると述べ
る。
そこで第２章では，目安としての学歴の影響を検討する。たしかに学歴は
足切り効果を発揮しているが，それは明快すぎる数量化であり，学歴のもつ
代表性への過剰な信頼であると批判し，さらに学歴社会の不平等問題，すな
わち学歴獲得における家庭環境からの影響の強さ，特に家計からの影響と階
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層文化の影響の強さを指摘する。橋爪は学歴主義の隠れた効用として，人々
に社会的運命を納得させる効力と人々の上昇意欲をかきたてる効力があるこ
と，すなわち学歴の冷却作用と加熱作用の存在を認め，たしかに学歴による
社会的選別は教育抜きの選別，学校教育抜きの選抜試験に比較すれば平等で
あることを認める。しかし，社会的選別における学歴の逆機能について，学
歴条項による排除措置，指定校制度，資格制度と学歴，資格取得に必要な学
歴などの諸論点を取り上げ問題点を明確にしている。
続いて第３章では，学歴と職業の結びつきの特定化，学歴・職業集団の形
成，社会的権威によって庇護された社会化としての教育的社会化と職業的社
会化，学歴・職業集団の固定化の問題を取り上げ，そして第４章では，当時
の中高生が学歴をどう見ているかを検討し，彼らが学歴について，学歴は勲
章であり，学歴主義批判は負け犬の遠吠えであり，勉強はいやな努力だから
価値があるといった学歴肯定意識と，なぜ役に立たぬことを勉強するのか，
学歴は人物や人格を保証しないといった学歴否定意識という二重の意識を
持っていることを明らかにした。
こうした議論を踏まえて橋爪は，第５章でいくつかの提案を示す。学習内
容を精選せよ，学ぶことに喜びを与えるような教育を工夫せよ，職業教育は
基礎に重点を置いた上で将来に役立つ教育に努めよ，すなわちスキルよりも
基礎を重視し将来の対応可能性を確保せよ，一元的な学歴獲得競争ではない
多様な実力養成を目指す競争を実現せよというのが橋爪の主張であった。
以上で紹介してきたように，１９７０年代後半から８０年代前半にかけて，学
歴主義批判としての学歴社会論は，６０年代同様，まだまだ強力だったので
ある。７０年代後半からバブル時代までの１０数年間の教育行政の動向もま
た，学歴主義批判の潮流に乗っていたこともまた見逃せない。文部行政の大
学設置抑制策の実施や専門学校設置促進策の実施などの背景に学歴主義批判
の強い社会意識が作用していたことも明らかであった。周知のように，７０
年代後半から大学設置抑制策が実施され，とくに４年制大学の新増設は抑制
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され，同時に高等教育における大学以外の選択肢として専門学校（専修学
校）の新設が促進された１０）。この政策には明らかに，大学生の学力低下への
危惧が見て取れよう。すなわち大学進学率の伸びを抑えることによって，大
卒者が社会に過剰にあふれることを防ぐだけではなく，学力の低い層が大学
に進学することを防ごうとしたのであり，その層を専門学校での職業教育に
導こうとしたのである。また，１９８８年の『教育白書』の第Ⅰ部「生涯学習
の現状と課題」第１章「社会の変化と生涯学習」の第２節は「学歴社会の弊
害」と題され１１），「生涯学習体系への移行にとっては，上記のような学校中
心の考え方と関連して生じている今日の学歴社会の弊害を看過してはならな
い。これは，今日の教育・学習システムのみならず，社会慣行や人々の行動
様式に深く根ざしていることから，長期的な視点に立って解決されなければ
ならない問題である。もともと学歴は，近代学校制度の発足以来，いわゆる
封建社会の身分的拘束によらず，上級学校への進学の機会を保障して，広く
人材登用を可能にし，社会を活性化させる機能を有するものであった。しか
し，我が国における若年時新卒一括採用などの雇用慣行の下では，職業生活
への入口いかんが大きな意味を持つことや社会全体の学歴志向の風潮もあ
り，青少年期の過度の受験競争や受験準備教育が激化する等，様々な教育問
題や社会問題を引き起こしている。しかも，このような学歴主義は，学校時
代の成績に評価を集中させる学校教育への過度の依存や学校教育の自己完結
性を助長する原因となるとともに，生涯学習の立場から見る時，人々の生涯
にわたる流動的で発展的な成長をはばみ，かつ人生の再度の挑戦の機会を奪
１０）大学の設置に当たって要求される学校教育法の規定に基づいて文部科学省令に定
められた一定の基準（大学設置基準）は１９５６年に制定・公布されて以来，学部
学科などの組織形態から教員資格，教育課程，卒業の要件，施設設備に至るま
で，大学の在り方を厳しく規制してきた。なお１９９１年に行われた大改正で「基
準の大綱化・自由化」によって，基準の大幅な緩和，弾力化が図られ，さらに構
造改革の流れの中で設置認可の緩和が進むことになる。
１１）『教育白書（我が国の文教施策）』は文部科学省が毎年発行しているが，１９８８年
はまだ文部省という名称であった（注２を参照）。
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う。そして，「何をどれだけ学んだか」よりも「いつどこで学んだか」が評
価として重視され，生涯にわたる学習を続けようとする人々の生きがいの芽
をつむこととなる。なお，学歴社会を助長するのは，企業，官公庁等におけ
る雇用慣行や人事管理の問題及び社会全体の風潮等種々の要因があり，社会
全体の問題として対応することが必要である。教育改革を進めるとともに，
産業社会や就業構造の急速な変化を考慮しつつ，生涯にわたる人格の形成を
重視する生涯学習社会の立場から，学歴偏重社会の是正について国民的自覚
が期待される。」と述べていたのであった。教育行政の側からする学歴主義
批判の強さがよく示されている。
しかしそれと同時に，８０年代の日本では学歴社会それ自体が揺らぎ始め
たことを指摘しておかなければならない。それは小中学生の登校拒否ないし
不登校の増加，教育の場におけるいじめ問題の多発，高校進学率の飽和化と
高校中退率の増加，大学進学率の停滞，バブル時代における学歴・職業・収
入の非一貫性やフリーターの登場，さらには新興宗教団体における非学歴主
義と学歴主義の奇妙な混在などの諸問題として現れたのであった。順次，簡
潔に要点をまとめておこう。
７０年代後半から８０年代前半にかけて小中学生が登校を拒否し不登校とな
る現象が顕著になってきた１２）。それは学校でのいじめ問題とも関連するが，
学歴社会や学歴主義の前提となっていた，学校に対しての高い価値づけが揺
らいできたためではないかと推測される。経済的に豊かになった社会で子ど
もたちが，各家庭での消費生活に自足し，上昇志向が衰退していったのでは
ないだろうか。いじめ問題もまた，学歴社会や学歴主義の基盤としての学校
が子どもをケアするべき管理能力を低下させてきたことが背景にあると思わ
１２）登校拒否は広義には不登校と同じだが，積極的な学校教育批判による不登校だけ
を登校拒否と呼ぶならば，それは不登校の一種となる。矢野恒太記念会編
（２０１３），５１６頁によると不登校の小中学校生徒数は７０年代には１万人から２万
人弱であったが，８０年代に一気に５万人近くにまで増加している。
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れる１３）。そして，豊かな社会において高校進学率は上昇し飽和状態にまで到
達すると同時に，上昇志向の衰退と勉学不適応者の増大による中退率増加が
もたらされた１４）。上昇志向や勉学の意欲ないし能力といった学歴社会や学歴
主義を支える要因が弱体化しつつあったと考えられる。
そして，大学進学率は７０年代・８０年代の２０年間にわたって３０％程度で
停滞した１５）。大学抑制策によって大学の収容定員数が増大しなかったこと，
高度産業化が順調に推移し，高校卒業資格でも就職に著しい不利はなく，就
職後も年功序列的な年齢給システムのもとでは大卒との格差はそれほどでは
なかったことが影響していたと推測される。ここにも学歴社会や学歴主義に
揺らぎをもたらす社会の変動を見ることができよう。
さらに，８０年代後半のバブル時代には，たとえ一時的な幻影に等しいも
のであったにしても，就職状況も収入も学歴にかかわらず著しく改善され，
学歴・職業・収入の関連について非一貫性が示され，学歴主義批判の潮流は
その勢いを失ったかのようにも見える（太郎丸編，２００６：５０頁。本田・平
沢編，２００７：９頁）。低学歴でも才能次第で財を成しうること，職業の社会
的評価と収入の多少とは関係がないことが現実となり，さらに安定した職業
がないフリーターという言葉が，不安定な低収入の労働者という現在の評価
とは全く逆に，自由自在に多様な職業をこなしながら高収入を得る自由人と
いう意味をもっていたことも，高学歴で安定した職業に就くという学歴主義
的生き方の価値がゆらぎ始めた社会的風潮をよく示していると言えよう。
１３）「日本の論点」編集部編（２００２），２１５-７頁，２２４-５頁によると，いじめは早くも
６０年代日本に登場したが，増加の一途をたどり，しかも悪質化するようになっ
たのは８０年代になってからのようだ。
１４）矢野恒太記念会編（２０１３），５１７頁によると１９８０年代に１０万人を超えた高校中
退生徒数は１９９０年には１２万人を超えた。ただし，９０年代は９万人から１１万人
台となり，２１世紀になってからは急速に減少し２０１０年で約５万５千人となって
いる。
１５）矢野恒太記念会編（２０１３），５１５頁によると大学・短大への進学率は１９７０年には
２３．６％で７５年には３８．４％になったが，それ以降停滞し，１９９０年になっても
３６．３％にとどまっていた。なお，その後２０００年に５０％に近づき，２０１２年には
５６．２％に達した。
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それでは最後に，バブル時代に勢力を伸張させ，９０年代に入ってからも
組織的な犯罪行為に手を染め，ついに１９９５年に悪質なテロ事件を引き起こ
し教祖以下幹部たちが逮捕されるに至ったオウム真理教の組織論的特性に，
当時の学歴主義にかかわる社会意識が映し出されていることを，小浜
（１９９５）や大田（２０１１）を参考に示しておこう。１９８４年にオウムの会（その
後オウム神仙の会に改称）として発足したオウム真理教（８９年８月宗教法
人認可）は急速に信者を増やしたが，とくに高学歴の若者たちの入信が顕著
であった。教祖の麻原自身は大卒ではなかったが，いわゆる一流大学卒業や
大学院修了の若者信者に崇拝されていたのである。それは前述のバブル時代
の学歴主義的社会意識の弱体化を示すとも言えるのだが，オウム真理教の組
織には違った側面も見られたのであった。それは教祖麻原を頂点とする省庁
制の組織の各省庁の指導的地位には高学歴エリートが配置されており，そこ
には強い学歴主義的こだわり意識を見ることができるのである。さらに，卒
業大学のブランド評価が比較的低い幹部が，最も激しいテロ活動を提案し実
行したという傾向も見られるが，そこにも学歴主義への批判，学歴主義への
反発の裏がえしの学歴主義意識が潜んでいるようだ。
以上のように，８０年代の日本社会は，学歴社会それ自体の基盤を揺るが
すような諸現象に見舞われたのであり，それはアカデミズムやジャーナリズ
ムや行政における学歴主義批判の動向と対照をなしつつも併存していたので
あった。
おわりに
本論文では，安定成長期からバブル時代までの２０年間である１９７０・８０年
代の日本社会の変動を，当時の学歴社会論の展開過程を検討することを通し
て描き出そうと試みた。その達成点は次のとおりである。
第１に，７０年代の日本社会が戦後の激動の２５年間を経て安定成長期，安
定的秩序形成期に入ったことは周知の事実であるが，学歴社会論の当時の動
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向もまたそれに対応していたことを，当時の文献を探索することによって明
らかにすることができた。７０年代には，言葉としても学歴社会が普及し，
学歴社会論が成立し，学歴社会の全体像をとらえようとする試みがジャーナ
リズムやアカデミズムに本格的に登場してきただけではなく，学歴社会の批
判に終始せず肯定的な評価を明示した学歴効用論や，学歴社会というイメー
ジと現実との乖離についてデータに基づいて指摘した学歴社会虚像論もまた
同時に登場してきたのであった。そのような議論の登場は当時の日本におけ
る学歴社会の高度化，成熟化に対応していたと推測される。
第２に，８０年代日本においては，学歴社会の確立と成熟に対応して，６０
年代から続く学歴主義批判の流れがアカデミズムないしジャーナリズムで
も，さらには文部行政においても強力であったことを明らかにすると同時
に，８０年代日本では学歴社会自体が揺らぎ始めていたこともまた，大学進
学率の停滞，小中学生の登校拒否増加，教育の場におけるいじめ問題の多
発，高校進学率の飽和化と高校中退率の増加，バブル時代におけるフリー
ターの登場や学歴・職業・収入の非一貫性，さらには新興宗教団体における
非学歴主義と学歴主義の奇妙な混在など，当時の社会意識や行動を参照する
ことによって明らかにすることができた。
バブル崩壊後の１９９０年代以降の日本における社会変動と学歴社会ないし
学歴主義との関連についての探究は，次稿の課題としたい。
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This paper aims to shed light on social changes of １９７０s and ８０s Japan
by researching social studies of those days on credential society and
credentialism and surveying social consciousness and behaviors associated
with them．First, reviewing a introductory book published in １９７７ by a
journalist and academic papers written in the early ８０s by educational
sociologists, I show that they were outcomes of establishing of credential
society．Second, rethinking findings of researches conducted in the late７０s
which tried to find eufunctions of credential society and to inquire again
evidences of credentialism, I show that they more deeply reflected actual
conditions of credential society and credentialism．Third, reviewing some
books published in the ７０s and ８０s which were critical responses to
credentialism and surveying social consciousness and behaviors in the ８０s
which were critical or negative responses to credentialism, I show that
there were contradictory trends in social changes relating to credential
society and credentialism in the８０s．
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